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生徒会交流会、情
報機器活用ルール
の策定、クリアファ
イル配布、エコプロ
ジェクト、防災ずき
んの製作活動等

事業目的

子どもたちが主体的に協議・交流し、子どもたち自身の手で、子どもたちのためになる運動
を展開することにより、主体的に関わり、発信し、行動できる子を育てます。「いじめをしな
い・させない・見逃さない」など、正しい判断のできる子を育てます。下野市の４中学校の生
徒会を中心として、子どもたち自身により「学校生活をよりよくするために心がけること」を考
えて決定し、市内すべての児童生徒や地域、保護者へ周知を行い、いじめ撲滅や環境問
題に関する内容も盛り込み、意識づけや実践化を図ります。

事業概要

年2回の生徒会交流会を実施し、各校独自の活動と共通の活動を計画・実施します。また
各中学校区の小中学校児童生徒交流会を実施し、地域の子どもたちが一体となった活動
を計画・実践します。内容としては、いじめ撲滅運動、校内外でのあいさつ運動、地域清掃
活動や募金活動などのボランティア活動、学校生活でのエコ活動等を実践します。1月の｢
下野市教育のつどい」において、一年間の活動報告を行います。

生徒会交流会、児
童生徒交流会、クリ
アファイル配布、エ
コプロジェクト、テレ
ビ会議システム推
進

生徒会交流会、児
童生徒交流会(小中
一貫の活動計画)、
クリアファイル配
布、エコプロジェク
ト、テレビ会議シス
テム推進

平成３１年度平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
生徒会交流会、児
童生徒交流会、クリ
アファイル配布、エ
コプロジェクト、防災
ずきんの製作活動
等

備考 Ｂ

対
象
年
度

◯消耗品費
　　・学校消耗品費　80千円　　・横断幕　450千円（子ども未来プロジェクト運動の周知）
○印刷製本費
　　・クリアファイル67千円（子ども未来ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ運動の周知）　　・リーフレット30千円（情報モラル）
○庁用器具購入費
　　・テレビ会議システム320千円（タブレット等）

緊急性

Ａ

総合計画
での位置
付け

施策

文化を育み、心豊かな人を育て未来につなぐまちづくり

地域ぐるみの教育活動の推進

将来を担う人づくり

2

1

1

根拠法令
等

事
業
計
画

事
業
費

1,070千円 947千円 947千円

啓蒙啓発事業を実
施、ｴｺﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、防
災ずきんの製作活
動等、児童・生徒主
体の活動

Ｃ

継続実施

見直し実施

廃止

所管部課

類型
区分 Ⅰ

○

現総合計画前期基本計画では、基本施策２－１「将来を担う人づくり」、施策１「地域ぐるみ
の教育活動の推進」に位置付けています。
都市化や高齢少子化等の社会環境の変化の中、地域社会の連帯感の希薄化により、子どもたち
の様々な人々と交流する機会が不足し、社会性の不足や規範意識の低下、自立の遅れ等につな
がっています。互いを認め合い共に生きていく態度や、自他の生命や人権を尊重する心など豊
かな人間性や社会性の育成が求められています。本事業は、子どもたちが自らの興味・関心に
基づき、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し行動や表現ができる資質や能力、積極性を身に
つけていくとともに、様々な人々との交流により社会性・協調性を養う機会として、必要性は
高いと考えます。
以上のことから、必要性をＡとしました。

いじめなど、社会性の不足による問題が懸念されており、子どもたちに、互いに支え合
う社会の仕組みを考えさせる機会を提供する本事業において、他者の存在を意識させ、
コミュニティにおける自己の存在を自覚し、実際の活動を通じた自己実現を図るといっ
た青少年期における教育的意義は大きく、緊急性は高いと考えます。
以上のことから、緊急性をＡとしました。

総合評価

必要性

○

事業推進方針判断に際しての３つの視点

Ｃ

○

Ｃ

Ｂ

Ａ

管理業務等において、現在の取組手法から、さら
に効率性を図ることは困難である

事務事業
番号 120

事務事業名 教育委員会下野子ども力発動プロジェクト事業
学校教育
課

事

業

内

容

　下野市子ども未来プロジェクトとは、「輝く未来・あふれる笑顔」　をスローガンに、小・中学生が
主体的に、自分たちの学校生活をより良くする取組を行っていくプロジェクトです。　「支え合い・わ
かり合い・心の輪を広げよう」をサブテーマとして、生き生きと生活する活動を展開していきます。

【平成28年度実績】
・防災頭巾製作活動
　　H27～H29の３年間で、市内小学校に防災頭巾を整備する。製作は各中学校に分担し、各中学校区の
　小学校に年度毎に配付しました。
・あいさつ運動用たすき作成
　　各小中学校の「あいさつ運動」の際、たすきを着用して運動を実施しました。
・情報機器活用ルール「４つの大丈夫？」の策定とリーフレット作成
　　情報機器を使用する際のルールを、子ども未来プロジェクトとして高校生や青少年育成市民会議などと
　協働して策定し、リーフレットを作成して児童生徒一人一人に配付しました。
・テレビ会議システムの実施
　　H28年度より、市内小中学校に段階的にタブレット等を購入し、定期的な児童生徒によるテレビ会議を
　展開し、子ども未来プロジェクトの活性化を図る。まず４中学校に設置し活用しました。

【今後の展開】
・テレビ会議システムは小中一貫教育推進に向けた活用にも有効であるので、各中学校がリードして、学区
内の小学校との活用計画を整備することや、他学区との交流や情報交換等の活発な利用促進が課題と
なっています。

そ
の
他

（
過
年
度
実
績
・
今
後
の
展
開
等

）

財
源

事
業
費
内
訳

国県支出金
0千円

地方債・その他
0千円

一般財源
947千円

年
度
別

Ａ

Ｂ

社会経済情勢に適合し、恒常的に求められている

○

効率性

個々の自主性や判断力の能力等の向上のほか、地域間の交流や異なる世代間の交流な
ど、様々な人々との多様な交流を積極的に導入することで、社会性やモラルの向上、ま
た、地域への愛着などが育まれ、学校内外において、同じ興味・関心により結びついた
人との交流・活動が活発化していくことを期待します。
以上のことから、効率性をＡとしました。

３
以上

１
以上

なし

ソフト事業（要件：７項目）
事業の質を維持しつつ、事業費の削減や取組方法を見直す 補助金等の積極的な活用で最大の

成果となる方法を選択している

事業目的に見合う最適な事業
規模である

他事業との重複がない

同種・同目的事業との統合や簡略化を実施する

民間委託を実施する

行政改革で実績が出ている。あるいは見込みがある

市民との協働で事業を実施している。あるいは実施できる

他自治体で実施されている水準と比較して適切である

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

市民ニーズが高いと認められる

ハード事業（要件：３項目）

事業の休廃止（実施しない場合）の影響が大きい

全て

１
以上

なし

全て

１
以上

なし

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）

第二次下野市総合計画に位置付けられた事業、あるいは位置付
けが認められる事業である

要件（３項目）

本事業以外の解決策が見当たらない

要件（３項目）

国県の制度等から市が実施する事業である










